
（一般勘定）

Ⅰ．重要な会計方針

１． 運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。

２． 減価償却の会計処理方法

 （１）　有形固定資産

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　工具器具備品　　　３年建物 １４年～５０年

構築物 　７年～６０年

機械装置 　４年～　７年

車両運搬具 　４年～　６年

工具器具備品 　４年～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

 （２）　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年～５年）

に基づいて償却しております。

３． 引当金の計上基準

 （１）　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

 （２）　賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、運営費交付金により財源措置がなされる部分を除く

賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 （３）　退職給付引当金

退職一時金について運営費交付金により財源措置がなされる部分を除く当期末要支給額

を計上しております。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度

末に在職する役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合

退職金要支給額を控除した額から、業務費用として計上されている退職給与の額を控除し

て計算しております。

４． 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）によっております。

５． たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法によっております。



６． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

 （１）　国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

 （２）　政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１７年３月末利回りを参考に１．３２０％で計算しております。

 （３）　政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費

　　　用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１７年３月末利回りを参考に１．３２０％で計算しております。

７．  リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

８． 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。

【表示方法の変更】

 　（損益計算書）

従来、経常費用については、費目別に区分掲記しておりましたが、当会計年度から一覧性

及び明瞭性を高めるため、「人件費、減価償却費及びその他の業務費等」として一括掲記し、

主要な費目を注記する方法に変更しております。



Ⅱ．追加情報

　（認可法人通信・放送機構との統合）

平成16年４月１日に認可法人通信・放送機構と統合し、新たな独立行政法人情報通信研究機構

　　として発足致しました。

　（独立行政法人移行時の承継資産の評価）

独立行政法人情報通信研究機構が承継する資産に係る評価委員会が決定した公正な評価額に

　　より評価が行われ、国が承継する資産を除きその一切の権利及び義務を承継しております。

　　【統合により、通信・放送機構より承継した資産及び負債・資本の内訳】

（単位：円）

金　　額

62,405,785
8,177,733,186

8,167,154
1,858,807

　資産見返補助金等 5,228,041,450
　長期預り補助金 10,527,910,869

24,006,117,251

　政府出資金 22,363,691,289
利益剰余金

　投資有価証券 1,457,231
　長期性預金

22,365,148,520

46,371,265,771

科　　目

資産の部

　現金及び預金

　有価証券

流動資産

金　　額

17,413,371,519
199,995,041

科　　目

負債の部

　未払消費税等

　未払金

固定負債

流動負債

17,790,060 　未払費用
　預り金83,537,443

11,252,384,398
△ 16,126,908

3,414,978
8,480,041

623,606,015

　電話加入権 3,933,000

資産合計 46,371,265,771

資本の部

　敷金・保証金

　借地権

　ソフトウェア 資本金

　積立金

1,950,337,310
3,167,368,839

　工具器具備品

49,584,000

　未収入金

　前払費用

　未収収益

　貸倒引当金

固定資産

負債合計

　車両運搬具

　建物

  構築物

11,285,753,645
240,000,000

87,836,390

負債資本合計

資本合計



Ⅲ．貸借対照表注記

１． 運営費交付金で充当されるべき退職手当の見積額

円

２． 未経過ＰＦＩ費用

貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る未経過ＰＦＩ費用

円

３． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

流動資産

未払事業税 円

Ⅳ．損益計算書

*１ ．研究業務費　人件費の内訳

給与 円

退職手当 円

共済掛金 円

法定福利費 円

*２ ．その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額

資材消耗品費 円

作業請負・委託料 円

*３ ．通信・放送事業支援業務費

その他の業務費のうち主要な費目及び金額

賃借料 円

雑費 円

*４ ．衛星放送受信対策助成事業費

その他の事業費のうち主要な費目及び金額

図書印刷費 円

賃借料 円

水道光熱費 円

*５ ．高度電気通信施設整備促進助成事業費

その他の事業費のうち主要な費目及び金額

賃借料 円

*６ ．電波監視等受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

賃借料 円

作業請負・委託料 円

*７ ．その他の受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

資材消耗品費 円

作業請負・委託料 円

1,237,730

394,698,684
2,164,461,710

1,188,295,506

1,521,201

3,112,569,357

8,895,216
6,174,446

2,232,398
1,521,201

3,798,284,017

135,450,000

2,793,254,900

128,885,123

4,062,092,324
151,084,668
294,206,276

284,269

15,168,440,931



*８ ．一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 円

給与 円

退職手当 円

共済掛金 円

法定福利費 円

*９ ．その他一般管理費のうち主要な費目及び金額

消耗品費 円

作業請負・委託料 円

雑費 円

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書注記

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金　　　 円

定期預金　　　 円

資金期末残高 円

２． 重要な非資金取引

 （１）　無利子貸付金の償還金（長期借入金）と当該無利子貸付金償還時補助金の相殺額

円

 （２）　ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 円

３． 資金期首残高には、通信・放送機構との統合により承継した資金　17,373,771,519円を含んでおります。

Ⅵ．行政サービス実施コスト計算書注記

引当外退職給付増加見積額は、国又は地方公共団体からの出向職員に係るものです。

Ⅶ．有価証券注記

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：円）

決算日における時価 差額

18,102,379,650 426,619,834
0 0

18,102,379,650 426,619,834

２． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

（単位：円）

５年超１０年以内 １０年超

国債・地方債等 5,888,300,000 0
1,100,000,000 600,000,000
6,988,300,000 600,000,000

156,599,065
1,586,978,574

38,253,292
74,340,326

92,586

103,232,958

131,324,770

634,291,409

84,724,045

21,562,075,266
△ 2,010,000,000

19,552,075,266

7,822,566,379

区分 貸借対照表計上額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 17,675,759,816

区分 １年以内 １年超５年以内

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 0
合計 17,675,759,816

合計 3,428,100,000 6,750,000,000

3,028,100,000 5,100,000,000
社債 400,000,000 1,650,000,000



Ⅷ．重要な債務負担行為

（単位：円）

金　額

423,276,000
100,590,000
523,866,000

Ⅸ．重要な後発事項

当該事項はありません。

JEM/SMILES搭載用中間周波数変換増幅系PFM製造

合　　　　　計

契　　約　　内　　容

超高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ衛星用ATMﾍﾞｰｽﾊﾞﾝﾄﾞ交換部PFMの設計、製造、試験


